
２０２３年７月１日現在
内 容 活 動 報 告

 貨物自動車運送事業に携わる当社およびグループ関係会社の使命は、「安全」「迅速」「確実」にお客様の商品を無事故で輸送し、
その社会的責任を果たすことである。
 当社およびグループ関係会社は、「安全の確保を全ての業務の基本とする」という経営理念に基づき、交通事故ならびに労働災害
事故を撲滅するため全力を傾注する。これらの事故は事故の当事者および家族に人的、物的、精神的損害を与えるだけでなく、顧客や
会社の信用を失墜させ、会社の存続をも危うくすることになる。
 当社およびグループ関係会社は、安全基本方針の円滑な運用を図るために「安全管理規定」を制定し、以下のことを実施する。

 １．関係法令等の遵守と安全最優先の原則を各部署へ徹底する。
 ２．安全方針を設定し各部署に周知する。
 ３．安全方針に沿って具体的な施策を実施するために各営業所にて安全目標を設定する。
 ４．重大な事故等への対応を確実に行う。
 ５．運輸安全マネジメントシステムを確立し、実施し、維持するとともに、輸送の安全を確保するために必要な経営資源（人員、
   情報、設備等）を提供する。
 ６．運輸安全マネジメントシステムを定期的に見直しすることで継続的な改善を行う。

２０２３年度 安全目標
関係法令等の遵守と輸送の安全の確保を徹底する
１．関係法令等の遵守
 （１） 運輸安全マネジメント要求事項に対し、管理体制を構築し関係法令等を遵守すること。
 （２） 残留アルコール検出者の根絶に向けた取り組みを推進し、E判定者ゼロとすること。

２．輸送の安全の確保
 （１） 重大事故ゼロ・有責事故の発生件数を2022年度実績に対し50％以下とする。
    また、発生頻度の高い構内事故50％削減を必達すること。
 （２）ヒヤリハット情報の収集、ドライブレコーダー映像の検証を実施し、実効性のある予防措置、
    是正処置に取り組むこと。※予防措置は四半期ごとに報告すること。
 （３）安全重点指導項目に関する有責事故削減に注力すること。
 （４）乗務員の危険感受性を高めるため、グループ基準に則った点呼を実施すること。
 （５）運輸安全マネジメント安全目標及び実行計画、年間教育計画を遅滞なく実施すること。
 （６）定期健康診断、およびＳＡＳ検査を年1回以上受診させ、健康起因による事故を予防すること。

３．自然災害への対応
 （１）運輸防災マネジメント指針（国土交通省）に基づき、運輸安全マネジメントの一環として、運輸防災
    マネジメントに取り組むこと。これにより、人命を最優先として、自然災害に対する防災および事業
    継続の取り組みを確実なものとすること。

４．内部コミュニケーションの充実
 （１）乗務員会議、小集団活動を通じ、乗務員の声が組織内に反映される風土を構築すること。

５．走行マナー・モラルの向上
 （１）利害関係者からの走行クレーム（マナー・モラル）を発生させない。

２０２１年度  ➢発生無し
２０２２年度  ➢発生無し
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輸送の安全に関する重点施策を以下の通り定める。
１．輸送の基本に関する基本的な方針（三条）に基づき、次に掲げる事項を行う。
 （１）輸送の安全確保が最も重要であるという意識を徹底し、関係法令および本規程に定められた事項を遵守すること。
 （２）輸送の安全に関する費用支出および投資を積極的かつ効率的に行うよう努めること。
 （３）輸送の安全に関する内部監査を行い、必要な是正措置または予防措置を講じること。
 （４）輸送の安全に関する情報の連絡体制を確立し、社内において必要な情報を伝達・共有すること。
 （５）輸送の安全に関する教育および研修に関する具体的な計画を策定し、これを的確に実施すること。
２．グループ企業が密接に協力し一丸となって輸送の安全性の向上に努める。
３．下請事業者を利用する場合にあっては、下請事業者の輸送の安全の確保を阻害するような行為を行わない。更に、下請事業者と⻑期契約
  を結ぶ等の密接な関係にある場合は、可能な範囲において下請事業者の輸送の安全の向上に協力するよう努める。
２０２２年度 教育訓練計画は以下の通り実施する。
 【管理者教育】
   運輸責任者研修 （C&F安全管理部主催）             〈新規取り組み〉
   運行管理者教育 （C&F安全管理部主催）             〈２０２２年度 実績 １５名〉
   運行管理者実務研修（講師：社内担当者 インターリスク総研）   〈２０２２年度 実績 １５名〉
   整備管理者研修 （C&F安全管理部主催 ＵＤトラックス協力）   〈新規取り組み〉
 【安全実技研修】
   四輪安全運転研修（交通教育センター レインボー埼⽟、浜名湖）  〈２０２２年度 実績１０３名〉
   添乗指導者研修 （交通教育センター レインボー埼⽟、浜名湖）  〈２０２２年度 実績 １６名〉
   安全運転研修  （日野自動車 お客様テクニカルセンター）      〈２０２２年度 実績  ４名〉
 【乗務員教育】
   乗務員研修（C&F安全管理部 主催）               〈２０２２年度 実績 ８１名〉
   事故惹起者研修（C&F安全管理部 主催）             〈２０２２年度 実績 ４２名〉
  ※上記、人数は新型コロナウィルスによる緊急事態宣言により、集合研修中止による。
事故・労災等に関する報告連絡体制を運輸安全マニュアルに定める。
１．自動車事故報告規則（昭和二十六年運輸省令第百四号 運行管理規程参照）に定める事故・災害があった場合は、
  報告規則の規定に基づき、国道交通大臣へ必要な報告又は届出を行う。
２．事故・災害が発生した場合における報告連絡体制の詳細を別紙に定める。
３．事故・災害等に対する改善については、第十六条に基づき実施する。
  
輸送の安全に関する教育・訓練について、運輸安全マニュアルに定める。
１．店所・センター⻑は、「運輸安全教育・訓練計画書」に基づき自部署の輸送の安全に関する目標を達成させるために必要となる
  人材育成のための教育・訓練の具体的計画を毎年３月に策定し、確実に実施する。
２．輸送の安全教育・訓練には以下のものがある。
 （１）運転者に対する法で定められた教育・診断
  ①初任運転者に対する特別な指導・診断
  ②事故惹起者に対する特別な指導・診断
  ③高齢運転者に対する特別な指導・診断
  ④一般的な指導及び監督（法定１２項目教育）
   ※貨物自動車運送事業者が運転者に対して行う指導及び監督の指針の改正概要追加内容を漏れなく指導する。
   ※①〜④の実施⼿順については、運輸安全マニュアルに定める。 
 （２）添乗指導（新規採用時・事故発生時・５０歳以上・６５歳以上・一般運転者２年に１回）
 （３）新規採用者教育
 （４）事故惹起者教育
 （５）適性診断（法定以外は、一般運転者に対して３年に１回以上予め計画を立てて実施する。）
 （６）危険予知訓練
 （７）個人面談
 （８）運転記録証明書（自動車安全運転センター発行のものを年１回〈過去５年分〉取得し、事故・違反内容の確認及び指導を
    行いその内容を記録する。）
 （９）その他の教育・訓練
３．店所・センター⻑は、輸送の安全に関する教育・訓練を「運輸安全教育・訓練実施記録書」等に記載し維持する。
２０２２年度 （３月〜２月）
       監査実施部署数  ３３部署 （全事業所）
       上記を踏まえた処置内容  内部監査による指摘件数４４件（前年差＋２５件）
２０２２年度
 （１）安全に係る機器、設備費                     ７，６５３千円
 （２）安全に係る研修、教育費、厚生費             ２５，００８千円
【安全統括管理者】
  常務取締役 後藤 二雄（２０２２年６月１３日 解任） 取締役開発事業部⻑ 本間 尚（２０２２年６月１４日選任）
【安全管理規程】
  別紙参照 （平成２５年４月１日 改定版）
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